
１．小規模埋立て等許可申請に必要な書類

添 付 図 面

＊本文の条例とは、「鴨川市小規模埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例」、規則とは同条例施行規則を指す。

小規模埋立て等許可申請書

（第2号様式）
正本 １部 ・ 副本 ２部

＊申請書正本は、フラットファイル等で製本すること。

許可申請書 別紙
□ 使用土砂等の採取場所、搬入予定量、搬入計画を書式に沿って記載すること。

□ 搬入経路を位置図等に明記し添付すること。
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位 置 図
□ 縮尺1/1000程度の近隣の家屋及び土地の状況が確認できる地図に小規模埋立て等に供する区域を
明記すること。

見 取 図
□ 縮尺1/1000程度の近隣の家屋及び土地の状況が確認できる地図に小規模埋立て等に供する区域を
明記すること。

求 積 図 □ 小規模埋立て等に供する区域の実測面積が確認できること。

平面図（現況）
□ 小規模埋立て等に供する区域の現況が確認できること。

□ 小規模埋立て等に供する区域と隣接地との境界が確認できること。

平面図（計画）

□ 縮尺1/100から1/500程度の図面とすること。
□ 小規模埋立て等に供する区域と隣接地との境界が確認できること。

□ 小規模埋立て等に供する区域の工事施工後の状況が確認できること。

□ 小規模埋立て等に供する区域の盛土及び切土箇所が確認できること。

□ 小規模埋立て等に供する区域の排水構造が確認できること。

□ 小規模埋立て等に供する区域外への土砂等の崩落・飛散・流出による災害発生防止に係る構造及び

工法等が確認できること。

□ 法面及び擁壁の構造として、規則別表第３に掲げる措置が講じられていること。

断 面 図（縦横）

□ 縮尺1/100から1/500程度の図面とすること。
□ 小規模埋立て等に供する区域と隣接地との境界が確認できること。

□ 図示する断面箇所が平面図と照合し確認できること。

□ 小規模埋立て等に供する区域の工事施工前後の状況が確認できること。

□ 小規模埋立て等に供する区域外への土砂等の崩落・飛散・流出による災害発生防止に係る構造及び

工法等が確認できること。

□ 法面及び擁壁の構造として、規則別表第３に掲げる措置が講じられていること。

構造安定計算書 □ 土質検査等に基づき小規模埋立て等の構造の安定計算を行った場合に限る。

擁壁の断面図

背 面 図

構造計算書

□ 擁壁を用いる場合に限る。

□ 擁壁の断面及び背面を1/20から1/50程度に図示し構造が確認できること。
□ 擁壁は、「宅地造成規制法施行令」で定められた構造を満たすこと。

公図の写し
□ 謄写した法務局名、作成年月日が記載されていること。

□ 小規模埋立て等に供する区域と隣接地の地目及び地権者を記載すること。

２ 使用土砂等予定量計算書
□ 小規模埋立て等に使用する土砂等の予定量の計算根拠を示すこと。

□ 計算根拠は、図面等に記載された数値を元とすること。

３ 検査試料採取調書

（第3号様式）

□ （埋立地の）表土の地質の試料の採取状況調書

□ 現場写真（小規模埋立等に供する区域（埋立地）の表土の地質を採取した地点）

□ 位置図 小規模埋立等に供する区域の表土の地質を検査資料とした採取地点

（１／５００程度の平面図へ明記）

４ 地質分析結果証明書

（第4号様式）
□ （埋立地の）表土の地質の試料の分析結果証明書

※全項目の基準値を満足していること。

５ 住民票の写し

（法人登記事項証明書）

□ 3ヶ月以内に発行されたものであること。
□ 申請者が法人の場合は、当該法人の登記事項証明書とすること。

６ 土地登記事項証明書 □ 小規模埋立て等に供する区域内全ての地番に係る証明書を提出すること。

□ ３ヶ月以内に発行されたものであること。

７ 境界同意書 □ 小規模埋立等に供する区域と隣接地との境界確認等を行ったもの。

８ 説明会等実施状況報告書 □ 小規模埋立て等の内容について、小規模埋立て等に供する区域の周辺住民及び水利権者等に対し説

明会等を行ったことが確認できること。

９

そ

の

他

① 小規模埋立等土地

使用承諾書、印鑑登録

証明書

・小規模埋立て等に供する区域の土地所有が申請者本人ではない場合、かつ行政機関の所有又は管理す

る土地ではない場合に限る。

・当該区域の土地所有者が申請者の行なおうとする小規模埋立てに承諾している旨が確認できること。

② 許認可等の写し □ 小規模埋立等に供する区域の土地が行政機関の所有又は管理する土地の場合。

③ 許認可等の通知書

（決定書）

□ 小規模埋立等が規則別表第１に掲げる行為に該当する場合。ただし許認可等が決定されていない場

合は申請書の写し（受付印のあるもの）

④ 許認可等の通知書

（決定書）の写し

□ この条例以外に許認可等が必要である場合。ただし、許認可等の決定がされていない場合は申請書

の写し（受付印のあるもの）

10 手 数 料 □ １件につき、２０，０００円を納付するものとする。


